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１．訓練目的

オフサイトセンターの役割

原子力災害が発生した場合に、現地において、国の原子力災害現地対策本部や地方公共

団体の災害対策本部等が原子力災害合同対策協議会を組織し、情報を共有しながら、連

携のとれた原子力災害対策を講じていくための拠点となる。

※原子力災害対策指針 第２原子力災害事前対策（９）オフサイトセンター等の整備（抜粋）
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静岡県原子力防災センター（以下、「OFC」という。）の各機能班が活動する上で必要な情

報を、事業者として適切なタイミングで正確に発信できるように、発電所や本店即応センターと

連携することを訓練の主目的とした。



２．概要

２０２１年３月１日（月）浜岡原子力発電所緊急時演習において、OFCを使用して、

訓練参加者２５名（本店１１名＋発電所１４名）にてOFC連携訓練を実施した。
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・OFC派遣班構成（１５名）

事業者代表（副社長） １名 OFC会議体へ参加する。

事業者代表補佐 １名 事業者代表へ資料説明する。

班長 １名 OFC派遣班の統括をする。

情報収集要員 ４名 プラント情報を収集する。

資料作成要員 ３名 プラント情報を専用帳票に記載する。

ビデオ通話要員 １名 本店即応センター要員と情報共有する。

他班対応要員 １名 OFC機能班からの質問や要請を受ける。

TV会議要員 １名 TV会議システムの立上げ、維持。

プラント班要員 ２名 プラント情報を発信する。

・訓練コントローラ８名 訓練評価者２名

OFC

ERC

浜岡原子力発電所

緊急時対策所

各要員

本 店

原子力施設事態
即応センター

社外
関係機関

災害対策支援拠点

静岡支店

東京支社



３．関係者を模擬した会議体の開催
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原子力災害合同対策協議会

原子力事業者
（原子力本部長（副社長））

住民安全班長

静岡県

プラント班

放射線班長

医療班長

実働対処班長

広報班長

本部長
（内閣府副大臣）

運営支援班長

原子力災害合同対策協議会で発言する原子力本部長（副社長）

【凡例】
：訓練参加者
：模擬者
：模擬なし

訓練参加者が当社社員のみである中で、リアリティがあり、緊張感のある訓練とするため、

関係者の模擬者を設定し、原子力災害合同対策協議会等を開催した。

副本部長、事務局長
（内閣府大臣官房審議官）

総括班長



３．関係者を模擬した会議体の開催
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OFC会議模擬者の口上文 付与情報例：防護措置実施方針

内閣府主催の図上演習を参考に、会議模擬者の口上文を用意するとともに、会議

資料（防護措置実施方針等）を準備した。



４．オフサイト情報の付与
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避難退域時検査場所

発電所や本店即応センターとの情報共有用に会議資料以外にも様々な資料を準備し、

訓練参加者に付与した。

付与情報例：静岡県が整備する
「静岡県原子力防災ポータル」

付与情報例：１５条指示、公示、
原子力緊急事態宣言



５．訓練結果
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訓練目的 訓練結果

□OFCの各機能班が活動する上で必要な情
報を、事業者として適切なタイミングで正確に
発信できるように、発電所や本店即応セン
ターと連携することを訓練の主目的とした。

○OFC要員は、必要な情報を発信し、発電所や本店即応セン
ターと連携ができることを確認した。

△以下の課題が確認されたため改善を図る。
• OFC到着後、すぐに現地事故対策連絡会議が開催されたが、

OFC派遣班内の情報共有がうまくいかず、浜岡５号機で該
当しているEALを誤って報告した。

• 会議における説明がプラント状況に重点を置いた説明となり、
OFCのニーズが高い情報の説明が不足した。

今後の対策

OFC派遣班内で正確に情報を共有するために、EAL等を端的に確認できる帳票及びOFCのニーズが高い情報
（放射性物質の放出に関わる情報 等）を端的に確認できるホワイトボード等のツールを整備し、習熟を図る。



OFC要員は、必要な情報を発信し、発電所や本店即応センターと連携ができ

ることを確認した。マニュアルやツールの改善を重ね、教育・訓練を行うことで対応

力の維持・向上を図る。

✓詳細な付与情報の準備や複数の模擬者を立てることで、OFC全体の活動内

容が理解しやすく、訓練の効果が高いため、この取り組みを継続する。

✓訓練後の反省会において良好事例、改善事項を抽出しPDCAサイクルを回す。

✓内閣府図上演習や静岡県原子力防災訓練を通じて、関係機関との連携強

化を図り、防災能力のさらなる向上を目指す。

６．総括
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